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都道府県社会保険労務士会
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地域年金展開事業
年金制度の周知、理解、支援ネットワークの構築

①ポスターの貼付、チラシ・リーフレットの配布
②年金制度説明会
③年金セミナー
④出張年金相談会
⑤地域年金事業運営調整会議
⑥ねんきん月間・年金の日における各種取組
⑦「わたしと年金」エッセイ など
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１．地域年金展開事業の概要（1/３）
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地域年金展開事業の主な取組
◆公的年金制度の普及・啓発や国民年金保険料収納の向上等のため、関係機関との連携協力のもと『年金制度
説明会』や『年金セミナー』、『出張年金相談』等を実施します。

◆また、日本年金機構が取り組む公的年金制度の普及・啓発活動について、都道府県ごとに関係者や有識者か
らなる『地域年金事業運営調整会議』を開催し、事業推進の意見や助言を伺います。

年金委員を対象とした研修会の開催や、各種冊子・チラシ等、
活動に役立つ情報を提供。

年金委員
活動支援事業

制度の普及・啓発等についての検討や年金事務所が行う事業へ
の意見・助言を行うため、学識経験者や関係機関等を委員とし
て都道府県単位に設置。

地域年金事業
運営調整会議

・職員が自治体や民間企業、関係団体等に出向き、事務担当者
や従業員向けの年金制度説明会を実施。

・市区役所・町村役場の広報誌や行事等を通じ年金制度や日本
年金機構が行う事業の周知、ポスター・チラシの掲示や設置、
配付の依頼等。

地域連携事業

職員が、大学や専門学校、高校等に出向き、学生・生徒又は教
職員、保護者向けにセミナーを実施。大学構内で、学生納付特
例制度や年金相談窓口の開設し、公的年金制度に関するパンフ
レット等の設置、掲示、配付を行うケースもある。

年金セミナー
事業

年金事務所から遠方の地域住民や利便性などのニーズに応える
ため、市区役所・町村役場や大規模商業施設、イベント会場等
で、出張年金相談や免除申請窓口を開設。

地域相談事業

4

１．地域年金展開事業の概要（2/３）

◆なお、今年度は新型コロナウイルス感染防止に配慮した取組を実施しています。

《本来の取組内容》 《コロナ禍での取組内容》

アプローチは原則、電話・文書
により行う。
制度説明会や年金セミナーは、
Web会議ツール等を使用した非
対面型（リモート）による実施
を基本とするが、相手先機関か
ら要請があり、当該機関におけ
る新型コロナウイルス感染防止
対策の徹底が可能な場合は、対
面での開催を可能とする。なお、
年金セミナーでは解説付き動画
（DVD)配布による実施も有効
である。

委員長及び委員の過半数より要請
があった場合は、新型コロナウイ
ルス感染防止対策を徹底したうえ
で対面開催も可能とする。対面開
催が困難な場合は、書面開催。

原則、電話・文書による
活動。対面による場合は
感染防止対策を徹底。

新型コロナウイルス感染防止対策
を徹底したうえで実施。ただし、
地域によって感染状況が異なるこ
とから、実施の可否については、
各地の実情を踏まえて慎重に判断。
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Ｗｅｂ会議ソフト
（Microsoft Teams）

日本年金機構 ・リモートで実施するため、人との接触
が気になる方にも安心して受講していた
だくことができます

・日本年金機構内のＰＣと受講者のＰＣや
スマートフォンとで映像や音声を双方向で
やり取りが可能であり低コストかつ効率的
にやり取りできます

外部

用途：外部へのセミナーや制度説明会インターネットを使用

１．地域年金展開事業の概要（３/３）
【オンラインを利用した取組】
日本年金機構では、新型コロナウイルス感染症の感染拡大を契機として、来訪・訪問型のビジネス
モデルから基本的な申請・届出手続きや制度説明会などの受講などがオンライン環境でも可能とな
るようなビジネスモデル（オンラインビジネスモデル）を実現していくこととしており、お客様に
提供するサービスのオンライン化に係る具体的な施策を検討し、順次推進しています。
ついては、地域年金展開事業においても安心して効率的に年金セミナー等を受講していただくため、
機構のインターネット専用端末（以下「専用端末」という。）を利用してオンラインで行う、年金
セミナー・年金制度説明会・年金委員研修（以下「オンラインセミナー等」という。）を順次実施
しています。

【オンラインセミナー等のイメージ】
非対面型（オンラインセミナー等）

Web会議ソフト（Microsoft Teams)を利用して講師と受講者をオンラインで結び、モニターを通じ
てセミナー等を実施する方法
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〇関係機関（団体）との研修会等の実施

① 地域連携事業

4

２．令和３年度 事業実施報告（県全体）
（１）各事業の実施報告

◆市町村および埼玉県内商工会
実施拠点 浦和・大宮・熊谷・川越・所沢・春日部・越谷・秩父
開 催 日 令和３年４月～令和４年３月 合計１６回
出席者数 ５６３名
研修内容 国民年金・厚生年金保険制度全般、国民年金免除制度、

年金給付全般、障害年金・障害状態確認届の提出期限の延長等

◆埼玉県社会保険労務士会各支部
実施拠点 浦和・大宮・川越・所沢・春日部・越谷・秩父
開 催 日 令和３年６月～令和４年１月 合計１０回
出席者数 ４７１名

研修内容 算定基礎届、ねんきんネット利用拡大、電子申請利用等

◆埼玉県社会保険協会
実施拠点 大宮・川越

開 催 日 令和３年４月～令和４年３月 合計２回
出席者数 ５０名
研修内容 厚生年金適用制度、社会保険事務手続き、

ねんきんネット利用拡大

◆埼玉県内法人会
実施拠点 浦和・大宮・熊谷・川越・所沢・春日部・越谷・秩父
開 催 日 令和３年６月～令和４年２月 合計１０回
出席者数 １６５名
研修内容 在職老齢年金・雇用保険との調整、在職老齢年金の仕組み

ねんきんネット利用拡大

◆埼玉県社会保険委員会
実施拠点 浦和・大宮・熊谷・川越・所沢・春日部・越谷・秩父
開 催 日 令和３年５月～令和4年３月 合計１２回
出席者数 ３３１名
研修内容 年金制度改正、電子申請等について

◆埼玉県内税理士会
実施拠点 川越
開 催 日 令和３年８月 合計１回
出席者数 １３０名
研修内容 年金制度全般



① 地域連携事業

〇新規適用事業所説明会のオンライン開催について
【概要】
日本年金機構が推進するオンラインビジネスモデルの具体的な施策の１つとして、
埼玉県内の新規適用事業所あてに埼玉県内年金事務所と協会けんぽ埼玉支部が合同
でオンライン説明会を開催しました。

【対象事業所】
埼玉県内において令和３年４月～１２月までに新規適用された事業所（対象事業所数：4,111）

【説明内容】
健康保険および厚生年金に関する手続き、年金給付について、健康保険給付につい
て、ねんきんネット、年金委員制度について説明を行いました。

【日時】
令和４年２月１８日、２２日、２４日の３日間 （参加事業所数：２９８）
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【アンケート結果】
・コロナ禍でのオンライン形式での実施は大変有効だと思った。
コロナでなくても参加しやすいためぜひ続けていただきたい。

・オンラインでの形式はありがたい。申込やアンケートもWebで完結できれば更によかった。
・オンライン形式でも不具合なく参加することができました。



① 地域連携事業

〇令和４年４月年金制度改正に係るオンライン説明会について
【概要】
埼玉県内の市区町村との協力連携を深めるとともに今後のオンライン研修等実施基盤
の構築を目的として、令和4年４月の年金制度改正に係るオンライン説明会を開催しま
した。

【説明内容】
受給開始時期の選択肢の拡大、在職中の年金受給の在り方の見直し、国民年金手帳か
ら基礎年金番号通知書への切替え、被用者保険の適用拡大について説明を行いました。

【日時】
令和４年３月８日、１６日、１７日、２４日、２５日の5日間 （参加自治体数：65）

6

（説明会で使用した資料1） （説明会で使用した資料2）
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〇制度説明会オンライン実施状況表

① 地域連携事業

令和３年度

事務所名 浦和 大宮 熊谷 川越 所沢 春日部 越谷 秩父 合計

開催件数 10 12 2 10 5 10 3 2 54

【県内年金事務所別実施件数】

事務所名 対象者 活動事例

浦和 管内自治体、新規適用事業所等 国民年金および年金給付の研修会、新規適用事業所向けの説明
会、年金制度改正についての説明会等

大宮 管内自治体、大規模事業所等 在職老齢年金制度とねんきんネットの説明会、年金受給に関す
る説明会等

熊谷 管内自治体、事業所等 制度改正についての説明会等

川越 管内自治体、事業所等 国民年金事務担当者に向け説明会、制度改正についての説明会
等

所沢 管内自治体、事業所等 制度改正についての説明会等

春日部 管内自治体、事業所等 年金制度の概要・電子申請のメリットに係る説明会、制度改正
についての説明会等

越谷 管内自治体、事業所等 制度改正についての説明会等

秩父 管内自治体、事業所等 制度改正についての説明会等

【オンラインを利用した制度説明会事例】
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②年金セミナー事業
年金セミナー実施結果
○年度別年金セミナー実施状況表

事務所

令和２年度 令和３年度

大学・短大 専門学校 高等学校 中学校 合計 受講者数 大学・短大 専門学校
高等学校
（特別支援
学校を含
む）

中学校 合計 受講者数

浦和 ０ 校 ０ 校 ７ 校 ２ 校 ９ 校 １,７８８ ０ 校 ０ 校 ７ 校 ０ 校 ７ 校 ７１７

大宮 ０ 校 ２ 校 ２ 校 ０ 校 ４ 校 ５６６ ０ 校 ４ 校 ９ 校
（１ 校） ２ 校 １５ 校

（１ 校） ２，７３６

熊谷 ０ 校 １ 校 １ 校 ０ 校 ２ 校 １２７ ０ 校 １ 校 １ 校 ０ 校 ２ 校 １８６

川越 １ 校 ０ 校 １ 校 ０ 校 ２ 校 １１９ １ 校 ０ 校 ２ 校 ０ 校 ３ 校 １１７

所沢 １ 校 ０ 校 ０ 校 ０ 校 １ 校 １５８ ０ 校 ０ 校 １ 校 １ 校 ２ 校 ５６

春日部 ０ 校 ０ 校 ５ 校 ０ 校 ５ 校 ７１３ ３ 校
（３ 校）

１ 校
（１ 校）

５ 校
（５ 校） ０ 校 ９ 校

（９ 校） １，３１１

越谷 ０ 校 １ 校 ７ 校 ２ 校 １０ 校 ２,１７０ ０ 校 １ 校 ５ 校 ４ 校 １０ 校 １，８０３

秩父 ０ 校 １ 校 ３ 校 ０ 校 ４ 校 ３３９ ０ 校 １ 校 ４ 校 ０ 校 ５ 校 ４１１

合計 ２ 校 ５ 校 ２６ 校 ４ 校 ３７ 校 ５,９８０ ４ 校 ８ 校 ３４ 校 ７ 校 ５３ 校 ７,３３７

※（ ）については、オンラインによる開催（再掲）
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事務所 大学・短大 専門学校 高等学校（特別支援学校を含む） 中学校

浦和
・埼玉県立 川口工業高等学校
・埼玉県立 川口東高等学校
・埼玉県立 川口高等学校
・埼玉県立 戸田翔陽高等学校

・埼玉県立 浦和商業高等学校
・埼玉県立 浦和高等学校（定）
・ゆたかカレッジ

大宮
・東京IT会計法律専門学校大宮校
・関東福祉専門学校
・上尾市医師会上尾看護専門学校
・埼玉歯科技工士専門学校

・さいたま市立 大宮北高等学校
・埼玉県立 大宮南高校
・埼玉県立 上尾南高校
・埼玉県立 上尾高校（定）
・埼玉県立 吹上秋桜高等学校

・埼玉県立 鴻巣高校
・埼玉県立 大宮北特別支援学校
・大宮ろう学園
・埼玉大学教育学部付属特別支援学校

・さいたま市立 宮原中学校
・さいたま市立 植竹中学校

熊谷 ・埼玉県栄養専門学校 ・埼玉県立 熊谷商業高等学校

川越 ・東邦音楽大学 ・大妻嵐山高等学校
・川越特別支援学校

所沢 ・埼玉県立 所沢商業高校 ・飯能第一中学校

春日部
・日本保健医療大学
・共栄大学
・日本工業大学

・東武医学技術専門学校
・埼玉県立 岩槻商業高等学校
・埼玉県立 岩槻北陵高等学校
・埼玉県立 岩槻高等学校

・埼玉県立 春日部高等学校（定）
・埼玉県立 宮代高等学校

越谷 ・越谷保育専門学校
・埼玉県立 草加東高等学校
・埼玉県立 草加高等学校
・埼玉県立 三郷高等学校
・埼玉県立 八潮高等学校

・埼玉県立越谷西特別支援学校
・草加市立 松江中学校
・草加市立 瀬崎中学校
・草加市立 草加中学校
・三郷市立 瑞穂中学校

秩父 ・秩父看護専門学校
・埼玉県立 秩父高等学校
・埼玉県立 秩父農工科高等学校
・埼玉県立 皆野高等学校
・埼玉県立 秩父支援学校

〇令和３年度 事務所別年金セミナー実施校

②年金セミナー事業
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③ 地域相談事業

〇関東管区行政評価局主催の「一日合同行政相談」における年金相談会の実施
事務所 実施場所 実施日 相談者数 相談内容

所沢 所沢市民文化センターミューズ 令和３年１０月５日 ０名
老齢・障害・遺族年金、

年金記録など
浦和 浦和コルソ 令和３年１０月２１日 １３名

④ 年金委員活動支援事業

〇年金委員委嘱者数

都道府県名12

平成３０年３月末 平成３１年３月末 令和２年３月末 令和３年３月末（Ａ） 令和４年３月末（Ｂ） 増減［（Ｂ）－（Ａ）]

職域型 地域型 合計 職域型 地域型 合計 職域型 地域型 合計 職域型 地域型 合計 職域型 地域型 合計 職域型 地域型 合計

北
関
東
・
信
越
地
域
部

管
内

茨城 2,268 120 2,388 2,237 76 2,313 2,276 77 2,353 2,329 87 2,416 2,425 111 2,536 96 24 120

栃木 1,797 73 1,870 1,712 62 1,774 1,727 71 1,798 1,977 97 2,074 2,244 129 2,373 267 32 299

群馬 1,950 131 2,081 1,834 108 1,942 1,862 113 1,975 1,942 150 2,092 2,111 196 2,307 169 46 215

埼玉 2,868 122 2,990 2,832 123 2,955 2,818 131 2,949 2,921 143 3,064 3,178 190 3,368 257 47 304

新潟 4,235 52 4,287 4,026 43 4,069 4,001 67 4,068 3,851 103 3,954 4,003 121 4,124 152 18 170

長野 4,171 87 4,258 4,125 77 4,202 4,086 83 4,169 4,081 99 4,180 4,105 106 4,211 24 7 31

管内計 17,289 585 17,874 16,766 489 17,255 16,770 542 17,312 17,101 679 17,780 18,066 853 18,919 965 174 1,139

全国 113,267 4,769 118,036 112,187 4,240 116,427 112,136 4,612 116,748 111,554 5,411 116,965 120,925 7,060 127,985 9,371 1,649 11,020



〇年金委員研修
事務所

対象者別開催回数
内容

職域型 地域型
浦和 2 8 年金制度改正等
大宮 1 5 年金委員への活動協力依頼、年金委員活動実績報告、その他
熊谷 1 1 年金制度改正、ねんきんネット利用について
川越 1 1 ねんきんネット利用拡大、電子申請について
所沢 1 1 年金制度説明、地域型年金委員の役割と活動について
春日部 11 2 電子申請、ｉＤｅＣｏの概要、臨時特例免除、ねんきんネットの概要等
越谷 1 2 短時間労働者の適用拡大について等
秩父 1 1 年金制度説明、地域型年金委員の役割と活動について

④ 年金委員活動支援事業

11

※年金委員連絡会を含む回数としております。

事務所 活動事例

浦和 ・年金シニアライフセミナーにて、年金講座の講師を担当（令和３年度２回）

大宮
・自治会掲示板・マンション集会所掲示板に年金の日ポスターを掲示

・公共施設に国民年金関係リーフレットを設置

・自治会回覧板でねんきんネットリーフレットを回覧・地域住民向け年金セミナーの講師を担当

所沢 ・連絡会を開催できない代わりに、年金に関する資料を６月・８月・１１月・１２月に送付。

春日部 ・自治会でのチラシ・リーフレットの回覧

秩父 ・年金月間エッセイポスターの各地域掲示板への掲示依頼

〇年金委員活動事例

ねんきんネット マスコット ねんきん太郎 ＆ねんきんクマ



（２）埼玉県全体の取組み

○予約年金相談周知に向けた協力要請

・関東信越国税局と連携し、県内税務署１５ヶ所及び確定申告会場

５ヶ所においてポスターの掲示とチラシを設置。

・県内にある金融機関（１０行）と連携し、各金融機関の支店あて、

予約相談ポスターの掲示を依頼。

○「わたしと年金」エッセイ募集に向けた協力要請

高校生や中学生などの若い世代に対して公的年金制度の役割や必要性を

理解いただくため、埼玉県教育局県立学校部高校教育指導課に協力をいた

だき、県内の公立高等学校へ協力依頼文書が発出されました。また、エッ

セイ募集について会報誌等を活用し、応募数の拡大に向けた取組を行いま

した。

お客様の待ち時間の解消やお客様のニーズを踏まえた年金相談

サービスの充実を図ることを目的として、関係機関と連携のうえ、

協力要請を行いました。

12



13

○電子申請の利用促進に向けた協力要請

社会保険手続きの簡素化及びお客様の利便性を図るため、関係機関と連携し、

電子申請利用促進に向けた協力の要請を行いました。
・関東信越国税局あて、県内１５税務署の窓口等へリーフレット設置の協力を依頼。

・埼玉社会保険労務士会あて、広報誌「会報」にリーフレット同封のうえ、

配布の協力を依頼。

・埼玉社会保険協会あて、広報誌「社会保険さいたま」に記事掲載のうえ、

会員事業所への周知を依頼。

○ 年金委員への情報誌の発行
年金委員活動の活性化を図るための活動支援事業の一環として、

四半期に一度、地域型、職域型年金委員向け情報誌を発行し、
県内各年金事務所より年金委員の皆様へ送付しました。

○ 日本語学校への国民年金保険料免除制度周知
地域年金展開事業における教育機関を対象とした取り組みの一環として、

埼玉県内の日本語学校（７校）に「国民年金保険料免除・納付猶予の申請について」
のリーフレットおよび国民年金保険料免除・納付猶予申請書の設置を依頼しました。



○埼玉県社会保険協会発行広報誌「社会保険さいたま」、
埼玉県社会保険労務士会「会報」への記事掲載

学校のカリキュラム決定前の３月以前に埼玉県教育局に対して、年金セミナーの実施について
協力要請を行いました。なお、従来の対面型のほか、新たに「年金セミナー用動画（DVD）」
の視聴や、Web会議ツール等を活用したオンライン年金セミナー（順次実施を予定）など非対
面型の年金セミナーの取り組みも進めております。

○ 年金セミナー実施にかかる埼玉県教育局への協力要請（令和３年度）

浦和年金事務所において年金制度や日本年金機構の事業についての
記事を作成のうえ、年４回、埼玉県社会保険協会発行広報誌「社会保
険さいたま」や埼玉県社会保険労務士会「会報」へ記事を掲載し周知
広報を行いました。

【周知内容】

年金委員制度の案内、予約相談の周知、賞与支払届の提出について、
電子申請の利用促進、厚生年金保険料等の納付猶予の特例について、
ねんきん月間の周知、「わたしと年金」エッセイ募集等

14



年金委員の方々の多年にわたる活動について、その功績を称え労苦に報いるとともに、政府管掌年金事業の推進及び年金委員会
活動の更なる活性化を目的とし、年金委員功労者表彰を執り行いました。式当日は新型コロナウイルス感染拡大防止の観点から、
場内備品の消毒、会場内空気の換気、出席者のマスク着用、使用するマイクも随時消毒を行うなど、感染予防対策を徹底しました。

（３）年金委員功労者表彰式

○日時
令和３年１１月８日 １４時３０分～１６時

○ 開催場所
ホテル ラフレさいたま

○ 表彰対象

厚生労働大臣表彰 ２名

日本年金機構理事長表彰 ６名

日本年金機構理事表彰 １７名

（４）地域年金事業運営調整会議
○日時
令和３年８月 書面開催

○ 議事
（１） 地域年金展開事業の概要について
（２） 令和２年度事業実績報告（県全体）について
（３） 県内年金事務所の令和２年度事業実施報告

及び令和３年度事業実施計画について

〇 新型コロナウイルス感染拡大の影響により緊急事態宣言が発令されていたため、令和３年度の会議開催は中止となり、埼玉県
地域年金事業運営調整会議委員の皆様に会議資料を送付をしたうえで、書面での開催となりました。
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３．県内年金事務所の実施報告・実施計画

浦和年金事務所
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浦和年金事務所

17

年金セミナー事業

○実施実績

令和3年10月14日 県立川口工業高校定時制

令和3年11月25日 県立川口東高校（7クラス同時）

令和3年12月10日 ゆたかカレッジ

（障害者自立支援施設）

令和3年12月17日 県立戸田翔陽高校（時間別3回）

令和3年12月20日 県立川口高校（DVD視聴）

令和3年12月21日 県立浦和商業高等学校

（5クラス同時）

令和4年 1月12日 県立浦和高校定時制

合計 7校 19回

○年金制度説明会の実施

・管内各市区国民年金担当者を対象に年金制度説明を実施（4回）

・管内法人会が実施する研修会において年金制度説明を実施（3回）

・埼玉県社労士会各支部において年金制度説明を実施（2回）

・管内新規適用事業所に対して年金制度説明を実施（2回）

・管内適用事業所に対して年金制度説明を実施（2回）

・法務省さいたま拘置支所で年金制度説明を実施（1回）

〇埼玉県年金委員会と協力連携した制度周知及び年金相談会の実施

（年金シニアライフセミナー） （2回）

地域相談事業

○「一日合同行政相談」における年金相談会を実施

関東管区行政評価局主催 浦和コルソ



令和３年度 事業実施報告
事業名 実施した事項 実施できなかった事項（理由） 課題・次年度に向けた改善点

地域連携事業

〇地域型年金委員の活動
町内会、公民館などのチラシ配布による周知活動を実施した。

〇児童・園児の絵の展示
近隣の小学校及び幼稚園より協力いただき、年間を通してお
客様相談室待合に児童、園児の絵を展示した。父兄や学校関
係者に年金事務所を身近に感じていただくとともに、相談の
お客様の癒しの効果もあり、好評をいただいた。

〇例年参加している「浦和区民まつ
り」は、新型コロナの影響で開催
中止となった。

〇新型コロナ感染予防対策を行いつつ今後
どのように活動していくかが課題である。

年金セミナー事業

〇セミナー実施状況
高校等・・・7校（19回、7クラス同時、5クラス同時、1校
時間別3回実施。1回はDVD視聴での実施）

〇講師育成
所内PTで、予行練習を重ね、講師育成に努めた。

〇新型コロナのため、アプローチが
電話中心となり、アプローチ可能
な期間も限られた。

〇非対面によるセミナーの実施。

〇学校とのつながりを深めながら、年金セ
ミナーの安定的な実施を図る。

地域年金推進員
委嘱事業

〇架電によるセミナーアプローチ
架電を中心に、年金セミナー開催依頼を32校に対し行ない、
うち7校がセミナーを実施した。（DVD視聴による実施含
む）

〇新型コロナにより訪問ができなく
なり、昨年度の開催校8校から7校
に減少した。

〇対面型が難しい状況の中、非対面型で開
催を推し進めることが課題となる。

地域相談事業 〇関東管区行政強化局主催の一日合同行政相談へ参加（１回） ―
〇新型コロナウイルス感染予防対策を行い
つつ今後どのように活動していくかが課
題である。

年金委員活動
支援事業

〇連絡会の場で、地域型年金委員と情報提供及び意見交換を
行った。

○県内の新規地域型年金委員を対象に、年金委員オリエンテー
ションをリモートで実施した。

〇「かけはし」の送付による情報提供を行った。

〇「年金委員通信」職域型、地域型を四半期に一度、管轄の年
金委員に送付を行った。

〇地域型年金委員連絡会について、
コロナの影響でR3年度は6回の実
施となった。

○年4回の埼玉県地域型年金委員連絡会およ
び各月の年金委員地区連絡会を確実に実
施し、地域型年金委員の活動の活性化を
図る。

〇年金委員の情報提供の方法、特に新規地
域型年金委員への案内を県内で統一して
進めていく。

浦和
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事業名 取組内容 具体的な活動（目標数値・内容）

地域連携事業

〇地域型年金委員の活動については、広報活動が
行いやすいよう、タイムリーな情報提供と、連
絡会の充実に力を入れる。

〇児童、園児の絵の展示については、学校、幼稚
園の状況に配慮しながら令和4年度も絵の展示
のご協力をお願いしていく。

〇コロナ対策を行った上で、年4回の埼玉県年金委員連絡会と月1回の地区
連絡会を開催する。

〇地区連絡会での研修の充実を図る。

〇絵の展示とともに、児童へのお礼の手紙を作成することで、自分の絵が
地域に役立っていることを知ってもらうとともに、学校や父兄とのつな
がりも強めていく。

年金セミナー事業
〇非対面型のセミナーが実施できるよう、学校へ
の説明、設備の準備、講師の育成各面で力を入
れる。

〇年金セミナーの実施回数を回復するとともに、積極的に非対面型の実施
を進め、対面型、非対面型、DVD視聴も含めた幅広い実施を推し進める。

〇講師養成についても、説明者だけでなく、機器操作者も要請していく。

地域年金推進員
委嘱事業

〇非対面型でのセミナー開催も含めた分かりやす
い説明を行い、アプローチの効果を上げる。

〇アプローチの段階で、安全面など非対面でのメリット、必要な設備・条
件を明確に説明し、受け手が安心できる準備を行い、非対面型の実施を
増やす。

地域相談事業
〇ハローワークや大学など関係機関がコロナによ
り自粛の状態にある。自粛が解けたとき、あら
ためて協力をいただけるよう働きかける。

〇ハローワークや大学の担当者への確認をこまめに行い、再開に向けて依
頼を行う。

年金委員活動
支援事業

〇新規委嘱された地域型年金委員に、どう活動し
たらよいかなど、委嘱後の早い時期に具体的な
活動方法の研修を行う。

〇年金委員へのタイムリーな情報提供を定期的に
行い、活動しやすい環境づくりを進める。

〇年2回程度、県内の新規委嘱地域型年金委員を対象に、オリエンテー
ション（研修会）を行い、先輩委員との交流を通じて年金委員としての
活動を知っていただき、自身の活動の参考としていただく。

令和４年度 事業実施計画 浦和
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大宮年金事務所
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大宮年金事務所

年金セミナー事業

地域連携事業

21

○企業等で年金制度説明会を開催
〇管内法人会が実施する研修会において年金制度説明会を開催
・令和３年１０月１１日 上尾法人会(上尾市文化センター） 参加者１１名
・令和３年１１月１８日 大宮法人会(大宮ソニックシティ） 参加者１２名

〇社会保険協会の研修会に適用調査課職員を講師派遣
・令和４年３月２５日 埼玉県社会保険協会（ハートピア熊谷）参加者２４名

〇定年予定者を中心とした年金制度説明会を開催
・令和４年２月４日 さいたま市社会福祉事業団 参加者 ５９名

〇管内適用事業所、市町村等を対象にオンライン年金制度説明会の開始
・令和３年１１月２６日～ オンライン説明会 合計１２回 参加者３９５名

○教育機関で年金セミナーを開催

〇対面及び非対面(ｵﾝﾗｲﾝ、DVD等)により実施
専門学校 令和３年１１月２２日 東京IT会計法律専門学校大宮校 外３校 計 ４４８名
高等学校 令和３年９月１７日 大宮北特別支援学校 外５校 計 １，５４５名
中学校 令和４年１月１１日 さいたま市立宮原中学校 外１校 計 ６３９名
支援学校 令和４年１月１７日 埼玉大学教育学部付属特別支援学校 外２校 計 １０４名

対面式は新型コロナウイルス感染防止対策を十分施したうえで実施した。



事業名 実施した事項 実施できなかった事項（理由） 課題・次年度に向けた改善点

地域連携事業

〇ハローワークに年金制度（国民年金保険料免除制
度）のチラシの設置

〇地域型年金委員との連携による周知
地域型年金委員が自治会・町内会に年金制度にか
かるパンフレット配架依頼、ポスター掲示依頼を
実施した。

〇市区町宛「かけはし」送付
管内の市区町に市区町村国民年金担当者向け情報
誌「かけはし」発行時に送付して、年金制度周知
を図った。

〇事業所等へのオンライン年金制度説明会は12回実
施した。

○管内市町イベントにおける周知事業
新型コロナウイルス感染防止対策が継続している
中、イベントが中止となり出張年金相談、チラシ
配布等の活動が困難であった。

〇市区町村国民年金担当者向け情報誌
「かけはし」の確実な送付

〇「わたしと年金」エッセイ募集にか
かる取組の強化

〇事業所向けの非対面型年金制度説明
会の拡大

年金セミナー事業

〇年金セミナーは対面７件(中学1校、高校3校、専門
学校１校、特別支援学校2校)、DVD視聴７件（中
学1校、高校２校、専門学校３校、特別支援学校１
校）の計１４件、オンラインセミナー（高校1校）
の計1件実施した。

〇新型コロナウイルス感染防止対策が継続している
中、３年度下期にオンライン通信機器が設置され
たが、それ以前の３年度上期は対面による取組に
非常に苦慮していたところであった。

〇基本的にはオンラインを優先的に進
めるが、対面を希望する教育機関も
あり、感染防止対策を確実にとりな
がら実施していく。

地域年金推進員
委嘱事業

〇新型コロナウイルス感染防止対策が継続している
中ではあったが、地域住民を対象に対面型及び非
対面型の年金制度説明会を実施して講師を務めた。

〇新型コロナウイルス感染防止対策が継続している
中、訪問による開催依頼はできなかった。 〇地域年金推進員と連携し、年金セミ

ナーの開催数増加につなげる。

地域相談事業 実施なし

〇新型コロナウイルス感染防止対策が継続している
中、ハローワークでの雇用保険受給者説明会が開
催されなかったため、離職者に国民年金の説明を
実施することができなかった。同一の理由で地域
における年金相談会、大学構内における出張年金
相談も開催できなかった。

〇ハローワークにおける雇用保険受給
者説明会での年金制度説明（再開に
ついてハローワークが了承した場
合）

〇地域における年金相談会の開催
〇大学等構内における出張年金相談

年金委員活動
支援事業

〇職域型年金委員宛送付
職域型年金委員に「お知らせ」を送付した。

〇地域型年金委員宛送付
地域型年金委員に「年金委員通信」を送付した。
市区町村国民年金担当者向け情報誌「かけはし」
を発行時に送付した。

〇予定していた各種情報誌の送付については、適切
に実施できた。 〇年金委員宛広報誌の確実な送付

大宮令和３年度 事業実施報告
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大宮
事業名 取組内容 具体的な活動（目標数値・内容）

地域連携事業

（１）国民年金制度全般（保険料免除制度等）について地域連携事
業（年金制度説明会等）で、周知活動の展開を図ることとす
る。

（２）新入社員等若者に対する年金制度の理解及び知識を向上させ
るため、事業所内において新入社員等を対象とした年金制度
説明会を実施する。

（１）管内市町への周知
市町国民年金事務担当者研修会において、各種の国民年金保険料免除制度にかかる周知を
実施し、協力を要請し周知を実施する。また、各市町に「かけはし」を年６回送付し制度
周知を実施する。

（２）事業所における年金制度説明会の開催
職域型年金委員と連携し、制度説明会の開催協力を依頼し実施する。

年金制度説明会については、オンライン制度説明会を優先的に推進していくこととし、対面に
よる活動は新型コロナウイルス感染防止対策を十分施したうえで実施する。

年金セミナー事業
〇管内教育機関への実施数拡大を図り、教育機関等のニーズに対応
する質的な充実に配慮した取組を行う。
年金セミナーの実施にあたり、地域年金推進員の協力も含めた効
果的なアプローチを進める。

〇年金セミナーにかかるアプローチの実施
管内の大学、高等学校、特別支援学校、専門学校に電話・文書による開催依頼を行い実施校の
拡大を図るとともに、アプローチ不調校に対し来年度に向けた電話・文書によるアプローチを
併せて行う。
開催には、対面型及び非対面型(オンライン、DVD)により教育機関の実施しやすいように多様
な方式があることを広報して積極的に進める。
また、若手職員を年金セミナー講師として積極的に養成していく。

年金制度説明会については、オンライン制度説明会を優先的に推進していくこととし、対面に
よる活動は新型コロナウイルス感染防止対策を十分施したうえで実施する。

地域年金推進員
委嘱事業

〇地域年金推進員の委嘱拡大及び活動日数の向上を図ることにより、
年金制度全般について制度周知を進める。

（１）地域型年金委員との連携による周知
自治会・町内会・医療機関・承諾を得た専門学校を中心に年金制度にかかる周知活動及び
パンフレット配布を依頼する。

地域相談事業 〇地域連携事業（年金制度説明会）と併せて各所において、年金相
談事業を開催し、国民年金保険料の納付率向上に繋げる。

（１）ハローワークにおける雇用保険受給者説明会での年金制度説明（再開についてハローワー
クが了承した場合）
ハローワークに対し、年金制度説明開催への協力を依頼し説明会を実施する。

（２）地域における年金相談会の開催
関係団体等からの依頼、当方よりの開催への協力を依頼して開催したい。

（３）大学等構内における出張年金相談
大学等構内における出張年金相談の開催への協力を依頼して実施する。

対面による活動は新型コロナウイルス感染防止対策を十分施したうえで実施する。

年金委員活動
支援事業

〇年金委員に対する定期的、継続的な情報提供を行うため、年間カ
レンダーを基に定期に、機構ホームページ『年金委員通信』）を
活用した情報提供により、年金委員の知識の向上及び活動機会の
増加につなげる。

（１）地域型年金委員連絡会の開催
定期的に地域型年金委員連絡会を開催し、年金委員年間活動計画（年間カレンダー）に基
づく制度説明及び年金制度にかかる研修を行うとともに、定期的に資料の配付による情報
提供を実施する。

（２）職域型年金委員への情報提供
職域型年金委員に対して、定期的に研修会等を実施する。また、郵送による資料配布を行
う。

対面による活動は新型コロナウイルス感染防止対策を十分施したうえで実施する。

令和４年度 事業実施計画
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熊谷年金事務所
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地域連携事業

○年金制度説明会の開催

・埼玉県内新規適用事業所のオンライン説明会へ相談室

職員を講師派遣

・国民年金事務研究会の開催（１２月）

・国民年金研修会の開催（３月）

・管内法人会が実施する研修会、市が開催するセミナーに

おいて年金制度説明を実施

年金セミナー事業

○年金セミナーの開催

セミナー開催日 学校名
参加人数
約１８６名

令 和 ３ 年 １ ０ 月 ７ 日 埼玉県栄養専門学校 ２５名

令和３年１２月１８日 埼玉県立熊谷商業高等学校 １６１名

（令和３年度 ２回 実施）地域相談事業

○１日合同行政相談所については実施なし



事業名 実施した事項 実施できなかった事項（理由） 課題・次年度に向けた改善点

地域連携事業

〇ハローワーク（熊谷、行田、本庄）
年金制度（国民年金保険料免除制度）のチラシの設
置を依頼した。

〇市町
管内１０市町に「かけはし」を送付し、年金制度の
周知を依頼した。

新型コロナウイルス感染症の影響を踏
まえ、雇用保険受給者説明会において
年金制度（国民年金保険料免除制度）
の説明ができなかった。

新型コロナウイルス感染防止対策を行い実施
できるかが課題。

年金セミナー事業

高等学校及び専門学校に対して、電話によるアプ
ローチを実施した。また、新型コロナウイルス感染
症の影響を踏まえ、DVD視聴による実施を基本に地
域年金推進員と連携し取り組みを行ったが、視聴時
間が90分と長かったため、教育機関から受け入れら
れず効果的な活動が行えなかった。

― Web会議ツール等を使用した非対面による実
施を基本に取組みを行えるかが課題。

地域年金推進員
委嘱事業

新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえたセミ
ナー開催及び教育機関へのアプローチ等について打
合わせを実施した。なお、新型コロナウイルス感染
症の影響を踏まえ、DVD視聴による実施を基本に、
地域年金推進員による学校等に出向いての対面によ
る活動を行った。

― ―

地域相談事業 実施なし
１日合同行政相談所における年金相談
については、新型コロナウイルス感染
状況により中止。

新型コロナウイルス感染防止対策を行い実施
できるかが課題。

年金委員活動
支援事業

〇職域型年金委員並びに地域型年金委員ともに、定期
的な情報提供の取組として情報誌を送付した。

・職域型年金委員においては、会議等を活用し、年金
制度等の研修を実施した。

・地域型年金委員においては、連絡会を１回開催し、
制度説明や事業の現状について説明を実施した。

― ―

熊谷令和３年度 事業実施報告
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熊谷

事業名 取組内容 具体的な活動（目標数値・内容）

地域連携事業 正しい年金制度の知識や手続き、制度改正等に関
する周知活動の展開を図る。

〇市町
周知チラシの設置及び記事掲載を依頼する。

〇社会保険委員会
会議等で周知チラシを配付し、制度周知を依頼する。

〇ハローワーク（熊谷、行田、本庄）
周知チラシ（設置など）により制度周知を図る。

年金セミナー事業

管内の教育機関へ実施数拡大を目指し、アプロー
チを実施する。
年金セミナーの実施にあたっては、地域年金推進
員を活用した効果的なアプローチと併せ、受講者
に年齢の近い若手職員による講師対応により、機
構職員の養成機会として、人材育成にも配慮した
取組を行う。

年金セミナーＰＴを主体に地域年金推進員と連携して、年金セミナー
のアプローチ及び開催を行う。なお、アプローチは、 原則、電話・文
書により実施する。
年金セミナーの開催については、Web会議ツール等を使用した非対面
による実施を基本に取組みを行う方針。なお、教育機関から要請があ
り対面で開催する場合は、新型コロナウイルス感染防止対策の徹底が
可能な場合のみ検討し実施する。

地域年金推進員
委嘱事業

地域年金推進員の活動日数の向上を図り、年金セ
ミナーの開催数の増加に繋げる。

地域年金推進員による教育機関へのアプローチの方法、対象校や実施
方法、案内頻度など打合せを行い、効果的かつ継続的な勧奨を実施し
開催数の増加を目指す。

地域相談事業
地域連携事業（年金制度説明会）と併せて、年金
相談事業も実施し、国民年金保険料の納付率向上
に繋げる。

地域で開催されるイベント等に参加して年金相談会や広報チラシの配
布等を行う。

年金委員活動
支援事業

年金委員に対する定期的、継続的な情報提供によ
り、年金委員の知識の向上及び活動機会の増加に
つなげる。

〇職域型年金委員に対しては、情報誌の送付及び「年金委員年間配布物
一覧」に記載された配布物を配布し年金委員の知識向上を図る。また、
制度説明会を開催する。

〇地域型年金委員に対しては、情報誌を送付し情報提供を行う。また、
連絡会を開催する。

令和４年度 事業実施計画
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川越年金事務所
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年金セミナー事業

【対面型年金セミナー】

〇令和3年9月29日（水）
・東邦音楽大学において対面型の年金セミナーを実施
しました。

・参加者1年生36名
〇令和4年2月28日（月）
・大妻嵐山高等学校において対面型の年金セミナーを
実施しました。

・参加者3年生81名

地域連携事業

【令和３年11月25日（木）：複合商業施設「ワカ
バウォーク」における年金相談】

・鶴ヶ島市役所と連携をとり、「ワカバウォーク」内の鶴ヶ
島市市民活動推進センターに３ブースの相談窓口を設
置して実施

・鶴ヶ島市ホームページの掲載、SNSでの呼びかけ（事前
周知）

・相談件数 国民年金関係 8件
年金給付関係13件

〇令和3年4月9日（金）
ウエスタ川越において埼玉県社会保険協会主催の社会保険事務講習会が開催され年金制度の説明を行うとともにねんきんネット
の利用説明を行いました。

＜その他＞
川越税理士会、東松山法人会等に老齢年金のしくみ、在職老齢年金、年金と雇用の調整等の制度説明を行いました。
また、管内事業所や市町職員に対してオンラインによる年金制度説明を行いました。



事業名 実施した事項 実施できなかった事項（理由） 課題・次年度に向けた改善点

地域連携事業

・埼玉県社会保険労務士会（川越・朝霞支部）に対して
年金制度説明会を実施した。

・管内１９市町に「かけはし」を発行月に送付した。
・社会保険協会と協賛し年金制度説明を実施した。
・川越税理士会に年金制度説明会を実施した。
・年金協会と協賛し、東松山法人会に年金制度説明を実
施した。朝霞法人会には資料の送付を行った。

・管内の市町国民年金担当者に対してオンラインによる
年金制度説明を実施した。

・管内事業所に対してオンラインによる年金制度説明会
を実施した。

・ハローワークでの説明会は１回も行えず資
料送付のみとなった。

・管内市町の国民年金担当者には毎月年金
制度説明会を開催していく。

年金セミナー事業
・東邦音楽大学で年金セミナーを実施した。
・川越特別支援学校、大妻嵐山高等学校において年金セ
ミナーを実施した。

・特別支援学校２校に資料を送付した。

・年金セミナーを開催予定であったが多くの
学校がコロナ禍において実施を見送られて
しまった。

・学校側の状況もわからないでもないがオ
ンラインでの年金セミナーも訴え多くの
学校に実施してもらうようアプローチし
ていく。

地域年金推進員
委嘱事業

・地域年金推進員と共に４ブロック校長会のうち３ブ
ロックの校長会に参加し年金セミナーのアピールを
行った。

・ブロック校長会後に地域年金推進員が個別
に学校を訪問する予定であったが、夏から
秋にかけて病気のため入院してしまい個別
での学校訪問ができなかった。

―

地域相談事業 ・ねんきん月間に合わせて１１月に鶴ヶ島市市民活動推
進センターで年金相談会を実施した。 ― ・数か所で年金相談会を実施したい。

年金委員活動
支援事業

・職域型、地域型年金委員への情報提供。「かけはし」
や「年金委員通信」を発行月に送付した。

・職域型年金委員研修会を開催した。
・１１月に全国年金委員研修と合わせて地域型年金委員
連絡会を開催した。

・定期的な地域型年金委員連絡会の開催がで
きなかった。

・今後、地域型年金委員連絡会の開催にあ
たって全員（３７名）の参加があると会
場の確保が課題。

川越令和３年度 事業実施報告
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川越

事業名 取組内容 具体的な活動（目標数値・内容）

地域連携事業
・年金制度の理解及び知識を向上させるため、
制度改正等の情報等について市町、事業所、
関係機関及び関係団体において年金制度説
明を実施する。

・管内市町の担当者に対して年金制度を説明する。(毎月）
・管内市町との事務研究会において年金制度を説明する。
・管内社会保険労務士会に対して年金制度説明会を実施する。
・年金協会と連携し、管内法人会主催の年金制度説明会に講師派遣を行
う。

・管内事業所担当者等に対して年金制度説明を行う。
・ハローワークで国民年金保険料免除の説明を行う。

年金セミナー事業 ・管内の教育機関に対して年金セミナーの開
催依頼を行う。

・年金セミナー開催可能な教育機関に対してアプローチを行い、対面型
非対面型の希望に沿って実施する。

地域年金推進員
委嘱事業

・管内の高等学校に対して年金セミナーの開
催依頼を行う。 ・管内４地区の校長会に参加し、年金セミナーの開催依頼を行う。

地域相談事業 ・納付相談会等を行う。 ・ねんきん月間にあわせて納付相談会を行う。

年金委員活動
支援事業

・職域型、地域型年金委員への情報提供。

・地域型年金委員連絡会の開催。

・職域型、地域型年金委員の委嘱拡大。

・職域型、地域型年金委員へ機関紙等を発行月に送付し、情報提供を行
う。

・新型コロナウイルス感染予防対策を取ったうえで地域型連絡会議を開
催する。四半期に１回程度。

・職域型年金委員の名簿の精査を行い、研修会等を開催する。
・職域型年金委員の委嘱拡大については年金委員が選出されていない事
業所に対して、委嘱勧奨を行う。

令和４年度 事業実施計画
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所沢年金事務所
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所沢年金事務所

地域連携事業

○年金制度説明会の開催

令和３年６月１７日 社会保険労務士会所沢支部 ４８名

令和３年６月２４日 所沢社会保険委員会 ２０名

令和３年１１月４日 市町村事務研究会 ６名

令和３年１２月８日 所沢法人会 ２６名

令和４年３月２４日 市町村事務研究会 ６名

令和４年３月２８日 所沢社会保険委員会 １２名

年金セミナー事業

○年金セミナーの開催

セミナー開催日 学校名 人数

令 和 ３ 年 ８ 月 ２ ６ 日
令和３年１１月１７日

飯能第一中学校
所沢商業高等学校

３１名
２５名

地域相談事業

〇１日合同相談所において年金相談を実施

・所沢市民文化センターミューズ（10月5日）
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事業名 実施した事項 実施できなかった事項（理由） 課題・次年度に向けた改善点

地域連携事業

・管内市町村職員に対して研修を実施した。
・管内法人会主催の研修会において、老齢年金
制度等について研修を実施した。

・管内社労士会を対象に算定基礎届等の説明会
を実施した。

・管内社会保険委員会に対し年金制度説明会を
実施した。

・新規適用事業所に対し社会保険関係の手続き
について説明会を実施した。

―
新型コロナウイルス感染防止対策のため、対
面による取り組みが困難であった。一部、オ
ンラインによる新適説明会等の開催を行った
が、定例的に開催する仕組みが必要。

年金セミナー事業

予定していた年金セミナーについては、新型
コロナウイルス感染防止のためキャンセルと
なったため、セミナー用ＤＶＤを送付する等
の対応を行った。また、生徒へのセミナーは
実施できなかったが、教員を対象に年金セミ
ナーを実施した。

― 新型コロナウイルス感染防止対策のため、非
対面による年金セミナー実施の検討。

地域年金推進員
委嘱事業 実施なし ― ―

地域相談事業
・11月の年金月間において、国民年金納付相
談会を実施した。

・１日合同相談所において年金相談を実施。
ハローワークにおいての説明会が、新型
コロナウイルス感染症の影響で開催でき
なかった。

ガイドラインに基づいた対策を確認できた場
合、要請があれば説明会等の講師を派遣する。

年金委員活動
支援事業

・地域型年金委員連絡会を書面開催とし、制度
説明等及び資料の配布による情報提供を実施
した。

・職域型年金委員研修会について、社会保険委
員会と連携し年金制度説明会を実施した。ま
た、制度説明等の資料配布による情報提供を
実施した。

―
・引き続き制度説明等の情報提供を実施する。
・非対面による年金委員研修会の実施を検討す
る。

所沢令和３年度 事業実施報告
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所沢

事業名 取組内容 具体的な活動（目標数値・内容）

地域連携事業
正しい年金制度の知識や手続き、制度改正等の最新情
報を周知するため、関係団体と連携し、年金制度説明
会をはじめとする、地域に根付いた情報提供活動等を
実施する。

〇市町村
・市町村事務研修会において、国民年金・年金給付制度について説明を行う。
・管内市町村の広報誌への情報掲載依頼を行う。

〇事業所
・年金制度説明会の実施（事業所内での実施、Ｗｅｂ会議サービス等を使用した実
施）

〇他関係機関
・社会保険委員会や法人会等と連携し、年金制度説明会を実施する。

年金セミナー事業

管内の教育機関へ実施数拡大を目指しアプローチを実
施する。セミナー実施時においては、Ｗｅｂ会議サー
ビス等を使用した非対面による実施を基本とし、新型
コロナウイルス感染防止対策の徹底が可能な場合は、
対面で実施する。また、若手機構職員の人材育成を考
え講師育成を行う。

〇アプローチの実施
・これまでにセミナーを実施している学校及び過去のアプローチ経過を確認し、セ
ミナー開催に前向きな学校を優先的に勧奨を行い、早期にセミナー実施へ結びつ
ける。

・その他の学校についても、文書勧奨、電話勧奨を実施し、年度内の開催、若しく
は次年度以降の定期的な開催へと結びつける。

〇セミナーの実施
・若手機構職員の人材育成を考え講師育成を行う。

地域年金推進員
委嘱事業 実施予定なし ―

地域相談事業
・ハローワークにおける雇用保険受給者説明会の実施。
・年金月間を中心に年金相談事業を開催し、国民年金保
険料の納付率向上等につなげる。

〇ハローワーク
・ハローワークにおける雇用保険受給者説明会の実施。
・説明用動画（ＤＶＤ）を用いた説明会実施について働きかけを実施する。

〇年金月間
・11月の年金月間において、国民年金保険料納付相談会を実施する。

年金委員活動
支援事業

年金委員に対する定期的、継続的な情報提供を行うた
め、連絡会等において年金委員の知識の向上及び活動
機会の増加につなげるよう、研修会を実施する。また、
必要な資料については随時配布することにより情報提
供のさらなる充実を図る。

〇地域型年金委員連絡会の開催
・新型コロナウイルス感染防止対策状況を踏まえ、①対面型または、②Ｗｅｂ会議
サービスにより開催する。①②の開催が困難な場合は、書面による開催を実施す
る。

・制度説明等の資料の配布による情報提供を随時実施する。

〇職域型年金委員連絡会の開催
・社会保険委員化と連携し、新型コロナウイルス感染防止対策状況を踏まえ、①対
面型または、②Ｗｅｂ会議サービスにより開催する。①②の開催が困難な場合は、
書面による開催を実施する。

・制度説明等の資料の配布による情報提供を随時実施する。

令和４年度 事業実施計画
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春日部年金事務所
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春日部年金事務所
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年金セミナー事業

○管内の高校５校、大学３校、専門学校１校の生徒・学生に対し、

「年金セミナー」を開催（受講者数計 約１，３００名）

４月 ５日 日本保健医療大学（看護学科） １１５名
４月 ６日 日本保健医療大学（理学療法学科） ８２名
８月２～１５日 共栄大学 ４０名

１０月２８日 埼玉県立岩槻北稜高等学校 １５０名
１１月９～１９日 日本工業大学 ９５名
１１月１７日 埼玉県立春日部高等学校（定時制課程） ６０名
１１月２２日 埼玉県立宮代高等学校 ２００名
１１月２４日 埼玉県立岩槻商業高等学校 １５９名
３月 ３日 東武医学技術専門学校 １００名
３月２２日 埼玉県立岩槻高等学校 ３１０名

○地域年金展開事業プロジェクトチームは、若手職員をメンバーとし、年金
セミナー開催に向け教育機関へアプローチを行うとともに、年金セミナーの
講師を務めるなど、積極的に活動している。

○学校へのアプローチの際は、年金について学ぶ機会の必要性をお伝えする
と共に、新型コロナウイルスの影響を踏まえ、オンラインセミナーを中心に実施。

地域相談事業

○新型コロナウイルスの影響により、久喜市民まつりが中止と
なったため、予定していた出張年金相談は中止となった。

○令和２年２月以降、新型コロナウイルスの影響により、
ハローワークにおける年金制度説明は未実施となっている。

地域連携事業

○５月に予定していた市町村国民年金事務研究会は新型コロ

ナウイルスの影響により、中止となった。

○春日部法人会会員に年金制度研修会を実施（６月２４日）

○埼玉県社会保険協会主催により、６月から７月に予定してい

た社会保険事務講習会は、新型コロナウイルスの影響によ

り未実施となった。

○埼玉県社会保険労務士会春日部支部研修会にて研修会を

実施（６月１６日）



事業名 実施した事項 実施できなかった事項（理由） 課題・次年度に向けた改善点

地域連携事業

①市区町村
・「かけはし」の定期送付

②地域型年金委員の活動
・１１月に連絡会を開催
・「かけはし」やチラシ類の情報提供を実施

③その他団体
春日部法人会、埼玉県社会保険労務士会春日部支部研
修会、社会保険委員会春日部支部研修会への講師派遣

〇市区町村向け事務研究会
５月に予定していた事務研修
会は新型コロナウィルスの影
響により中止となり、年度内
実施ができなかった。

〇市区町村
新任職員向け研修の実施やタイムリーな情報提供を
行う。

〇地域型年金委員
タイムリーかつ需要にあわせた情報提供を行うため、
機構側の年間行事予定を提供し、年金委員からの要
望に応じられるようにする。

年金セミナー事業

〇オンライン形式での年金セミナー
・高校を始め、大学、社会保険委員等、幅広くアプロー
チを行い、学校等の理解を獲得。

・高校５校、専門学校１校、大学３校でオンライン形式
での年金セミナーを実施（受講者約1,300名）。

・校内各クラスを繋ぐ「集合型」の他、学生の自宅と接
続する「分散型」でも行った。

―

〇年金セミナー講師の養成

〇「分散型」は学内や学生に向けた周知や学内の調整
において学校の全面的な協力が不可欠であることか
ら、セミナー実施までの準備の難易度が非常に高い。

地域年金推進員
委嘱事業

〇教育機関に対する年金セミナー実施に向けたアプロー
チを10校に実施 ― ―

地域相談事業 未実施

コロナ禍前に例年実施されて
いた「久喜市民まつり」は令
和３年度も中止となったため、
年金相談事業が実施できな
かった。

市区町村における行政相談等の参加について、市区
町村との連携を検討。

年金委員活動
支援事業

①地域型及び職域型
情報誌の送付（４回）

②地域型
12月に年金委員連絡会及び研修会の開催

③委嘱拡大
年金委員未設置の事業所に対し、勧奨文書の送付を実
施

7月：728社、12月：704社

―

①機構や年金事務所として特に力を入れたい事業の更
なるアピールを行うこと

②年金委員連絡会・研修会の定期的な開催

春日部令和３年度 事業実施報告
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春日部

事業名 取組内容 具体的な活動（目標数値・内容）

地域連携事業

①市区町村
・「かけはし」の定期送付
・情報提供を行うことによる連携強化

②年金委員
年金委員連絡会を活用した年金制度研修の実施

③その他団体
団体の研修会への講師派遣

①情報誌「かけはし」の定期的な送付
国民年金事業において年金事務所で行っている取組みを情報提供し、お
客様が市区町村窓口に来所した場合でもスムーズに対応できるよう連携
を深める。

②制度研修を行うことにより、年金委員自身が理解した上で広報、啓蒙活
動を行えるよう支援を行う。

③法人会、社会保険労務士会、社会保険委員会支部等の研修会において年
金制度に関する講師を派遣し、制度の周知や機構の取組みに関する広報
を行う。

年金セミナー事業

①教育機関
前年度実施を行った学校への継続的な実施

②研修講師の育成
若手職員を中心に年金セミナーに対応できる職員を育成する

③２０歳到達者に対する制度説明

①新型コロナウィルス感染拡大防止対策を講じながら対面型・オンライン
型それぞれの方法で年金セミナーの実施を行う。

②年金事務所内年金セミナーPTで、若手職員を中心に対面形式・オンラ
イン型それぞれに対応できる職員の育成を行い、年度内に講師として活
動できるようにする。

③２０歳到達者に向けて制度説明を行うことにより、正しく制度を理解し
てもらうとともに、納付率向上を図る。

地域年金推進員
委嘱事業 〇教育機関に対する年金セミナー実施に向けたアプローチ 〇管内の教育機関を訪問の上、年金セミナー開催校の開拓に向けたアプ

ローチ活動を行っていただく。

地域相談事業 〇「出張年金相談会」の実施の検討 〇市区町村等関係機関と連携し、「出張年金相談会」の実施を検討する。

年金委員活動
支援事業

①地域型及び職域型
情報誌やチラシ類を定期的な送付

②地域型
年金委員連絡会の定期開催

③職域型
職域型年金委員へのオンライン研修会開催

①施策の主な年間行事予定を提示の上、タイムリーな情報提供を行う。

②年金制度等の研修や情報提供を行い、委員自身が理解した上で活動でき
るようにする。

③職域型年金委員へオンライン研修会を行い、年金広報と制度への理解を
図る。

令和４年度 事業実施計画
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越谷年金事務所
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越谷年金事務所
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地域連携事業 ○関係機関において、年金制度説明会を実施

令和3年 5月31日 八潮市生涯学習まちづくり出前講座において、「あなたのための年金」を実施。（15名出席）
令和3年 6月14日 埼玉県社労士会越谷支部業務研修会において、「算定基礎届について」を実施。（15名出席、ズーム参加50名）
令和3年 9月22日 越谷法人会主催の研修会において、「在職老齢年金のしくみについて」を実施。（10名出席）
令和3年11月11日埼玉県社労士会越谷支部業務研修会において、「算定基礎届について」を実施。（20名出席、ズーム参加50名）
令和3年11月26日八潮市生涯学習まちづくり出前講座において、「あなたのための年金」を実施。（14名出席）

年金セミナー事業 ○教育機関での年金セミナーの開催

開催日 学校名（学年） 実施形式 受講者数

令和3年12月1日 埼玉県立草加東高校 （3年生 8クラス） 非対面型（DVD視聴） 310名

令和3年12月8日 埼玉県立八潮高等学校 （3年生 5クラス） 対面型（教 室） 151名

令和3年12月15日 埼玉県立草加高等学校 （3年生 9クラス） 対面型（体育館） 360名

令和3年12月17日 埼玉県立三郷高等学校 （3年生 5クラス） 対面型（体育館） 160名

令和4年1月13日 埼玉県立埼玉県立越谷西特別支援学校 （保護者） 対面型（体育館） 30名

令和4年1月28日 越谷保育専門学校 （2年生Aクラス） 対面型（教 室） 34名

令和4年1月28日 越谷保育専門学校 （2年生Bクラス） 対面型（教 室） 38名

令和4年3月1日 草加市立松江中学校 （3年生4クラス） 対面型（視聴覚室よりクラスへ配信） 143名

令和4年3月2日 三郷市立瑞穂中学校 （3年生3クラス） 対面型（体育館） 94名

令和4年3月3日 草加市立瀬崎中学校 （3年生7クラス） 対面型（視聴覚室よりクラスへ配信） 243名

令和4年3月7日 草加市立草加中学校 （3年生6クラス） 対面型（視聴覚室よりクラスへ配信） 240名



事業名 実施した事項 実施できなかった事項（理由） 課題・次年度に向けた改善点

地域連携事業

〇管内５市役所に対する、情報誌「かけはし」
の送付。

〇関係機関に対する、「わたしと年金」エッセ
イ、「ねんきん月間」・「年金の日」にか
かるポスター等の配付。

・関係機関と連携した「年金制度説明会」の実
施。

― ―

年金セミナー事業

〇管内すべての高校へ年金セミナー用動画
（DVD）を提供し、年金セミナー開催要請。

〇年金セミナーＰＴを立ち上げ、非対面型
（Web会議ツール）に対応できる講師育成。

〇新型コロナウィルス感染症の影
響のため、予定していた学校の
開催が中止となった。

〇非対面型（Web会議ツール）オンラ
インセミナーの実施

地域年金推進員
委嘱事業 実施なし ― ―

地域相談事業 実施なし
〇ハローワークにおいての説明会
が、新型コロナウィルス感染症
の影響で開催できなかった。

〇ガイドラインに基づいた対策を確認
できた場合、要請があれば説明会等
の講師を派遣する。

年金委員活動
支援事業

〇職域型、地域型年金委員に対し、情報誌等を
送付。

〇職域型年金委員委嘱拡大の実施。

〇職域型・地域型年金委員の大幅
な委嘱拡大。

〇職域型・地域型年金委員の大幅な委
嘱拡大。

越谷令和３年度 事業実施報告
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越谷

事業名 取組内容 具体的な活動（目標数値・内容）

地域連携事業

○管内５市役所に対する、情報誌の送付。

○関係機関等に対する、「わたしと年金」エッセイ、
「ねんきん月間」・「年金の日」にかかるポスター
等の配付。

○関係機関と連携した「年金制度説明会」の実施。

○管内５市役所に対する、情報誌「かけはし」を毎月送付する。

○関係機関及び地域型・職域型年金委員へ、「わたしと年金」
エッセイ、「ねんきん月間」・「年金の日」にかかるポス
ター、チラシを配付し、様々な機会をとらえ広報を依頼する。

○関係機関が実施する会議・研修会等において、積極的に「年
金制度説明会」を実施する。

年金セミナー事業 ○管内すべての高校等へ年金セミナー用動画（DVD）
を提供し、年金セミナー開催要請を行う。

○管内すべての大学・高校・中学校へ年金セミナー用動画
（DVD）を提供するとともに、オンラインセミナーの開催要
請を行う。

○年金セミナーＰＴを立ち上げ、非対面型（Web会議ツール）
に対応できる講師を育成し、オンラインセミナーを開催する。

地域年金推進員
委嘱事業 実施予定なし ―

地域相談事業 ○関係機関と連携し「出張年金相談会」を実施する。 ○市区町村・ハローワーク等の関係機関と連携し、「出張年金
相談会」を実施する。

年金委員活動
支援事業

○職域型、地域型年金委員に対して、情報誌等を送付
し年金制度の情報提供を図る。

○地域型年金委員の連絡会を開催する。

○職域型・地域型年金委員の委嘱拡大を図る。

○職域型、地域型年金委員に対して、「年金委員通信」北関
東・信越地域版を年4回（2月・5月・8月11月）送付し年金制
度の情報提供を図る。

○地域型年金委員の地区連絡会を開催し、制度改正等にかかる
研修を実施する。

○被保険者20人以上の年金委員未設置事業所に対して、文書に
よる職域型年金委員の委嘱拡勧奨を実施する。

令和４年度 事業実施計画
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○関係団体と連携した年金制度研修会を実施。
・令和3年4月 皆野・長瀞町商工会新社会人制度説明会にて年金制度説明会を実施。
・令和3年7月 ちちぶ雇用活性化協議会主催シニア活動支援セミナーにて年金制度説明会を実施。
・FM秩父にてFMリスナーに対し、年金制度説明およびねんきんネットについて説明を実施。
・令和4年1月 社会保険労務士会秩父支部研修会にて電子申請説明会を実施。
・令和4年2月 秩父法人会研修会にて、在職老齢年金についての説明会を実施。
・令和4年3月 埼玉県立秩父特別支援学校にて、年金制度説明会を実施。
・令和4年3月 秩父市立看護専門学校にて、国民年金制度説明会を実施。

○秩父鉄道５駅構内に「わたしと年金」エッセイ募集のポスターを設置。
〇市町村広報誌による年金制度周知事業を実施。
○地域型年金委員に依頼して、町内会掲示板へ年金制度周知ポスターを掲示。

地域連携事業

○管内の高等学校、専門学校で年金セミナーを実施。

・令和 3年12月 埼玉県立秩父高等学校 （3年生230名・非対面）

・令和 3年12月 埼玉県立秩父農工科高等学校 （3年生61名・非対面）

・令和 3年12月 埼玉県立皆野高等学校 （3年生70名・非対面）

・令和 4年 3月 埼玉県立看護専門学校 (3年生41名・対面）

・令和 4年 3月 埼玉県立秩父支援学校 (3年生9名・対面）

年金セミナー事業 （埼玉県立特別支援学校 年金制度説明会）



事業名 実施した事項 実施できなかった事項（理由） 課題・次年度に向けた改善点

地域連携事業

○管内市町村広報誌による周知事業
・管内５市町村の広報誌（市報）を活用し年金制
度の周知を実施

○関係機関と連携した研修会
・特別支援学校及び社会保険労務士会と連携し、
年金制度等の研修会を実施した。

○公共機関へのエッセイ募集ポスターの掲示
・高校生が多く利用する、秩父鉄道（５駅）の駅
構内へエッセイ募集ポスター掲示を依頼した。

〇管内市町村役場国民年金担当者向け広報誌「か
けはし」を送付して、年金制度周知を図った。

〇管内市町村イベントでの周知事業
新型コロナウイルス感染防止対策
が継続している中、イベントが中
止となり出張年金相談、チラシ配
布等の活動が積極的にできなかっ
た。

・オンラインを利用した連携事業の
拡大

年金セミナー事業

○年金セミナー実施に向けたアプローチ
・管内全高等学校及び専門学校に「わたしと年
金」エッセイの募集依頼を実施した。

○管内全学校においての年金セミナーDVD実施
（3校）

・管内高等学校及び専門学校にDVDを配布し年金
セミナーを視聴していただいた。

新型コロナウイルス感染防止対策
が継続している中、対面による取
組を積極的に進めることができな
かった。ＤＶＤ視聴による実施も3
教育機関から資料送付後に実施で
きない連絡があった。

オンラインでの非対面型の実施を
積極的に進める。

地域年金推進員
委嘱事業 実施なし ― ―

地域相談事業
年金月間（11月）に20歳到達者を対象に国民
年金制度説明および国民年金納付説明会を2回
行った。

ハローワークでの説明会が新型コ
ロナウイルス感染症の影響で開催
することができなかった。

ガイドラインにも続いた対策を確
認できた場合、ハローワークへの
講師派遣を行う。

年金委員活動
支援事業

・職域型年金委員研修会をオンラインで開催した。
・地域型、職域型年金委員に制度説明資料の配布
を行った。

地域型年金委員に連絡会が新型コ
ロナウイルス感染症の影響で1回の
開催のみとなった。

・職域型年金委員の大幅委嘱拡大

秩父令和３年度 事業実施報告
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秩父

事業名 取組内容 具体的な活動（目標数値・内容）

地域連携事業 ・地域の市町村や関係団体と連携した研修会
等の実施

・市町村役場国民年金担当職員に対し、オンラインによる研修
会を定期的に実施する。

・社会保険労務士会に対し、オンラインでの電子申請説明会を
開催する。

・各関係団体主催の研修会に参加し、ねんきんネット等の周知
を行う。

・商工会議所と連携し新入社員に対し、年金制度説明会を開催
する。

年金セミナー事業 ・管内教育機関に対する年金セミナーの実施 ・管内高等学校・専修学校等の教育機関に対し、非対面による
年金セミナーを実施する。

地域年金推進員
委嘱事業 実施予定なし ー

地域相談事業 ・若年者向け国民年金保険料納付相談会の実
施

・土曜開所日を利用し、若年者を対象に国民年金保険料の納付
相談会を実施する。

年金委員活動
支援事業

・職域型、地域型年金委員への情報提供およ
び研修会、連絡会の開催

・職域型、地域型年金委員の委嘱勧奨の実施

・地域型年金委員連絡会を四半期に一度実施する。
・職域型年金委員が設置されている事業所を対象にオンライン
説明会を実施する。

・一定数以上の従業員を有する事業所に対し職域型年金委員に
勧奨を実施する。

令和４年度 事業実施計画

47


